
こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた
試行的事業実施の在り方に関する検討会

１．趣旨

〇 全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対して、多
様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、現行の幼児教育・保育給付に加え、月
一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付（「こども
誰でも通園制度（仮称）」）を創設することとしている。具体的な制度設計に当たっては、基盤整備を進めつつ、
地域における提供体制の状況も見極めながら、速やかに全国的な制度とすべく、本年度中に未就園児のモデル事
業を更に拡充させ、2024年度からは制度の本格実施を見据えた形で実施することとしている。
〇 このため、本格実施を見据えた形での試行的事業の実施に向けて、成育局長が、学識経験者や、保育所・認定
こども園・幼稚園などの関係事業者、自治体に参集を求め、試行的事業実施の在り方について検討し、2024年度
の試行的事業の実施方針をとりまとめることとする。
〇 なお、検討会については原則公開とする。

３．スケジュール

９月21日 第１回検討会
12月 中間とりまとめ
（３月頃 とりまとめ）

２．主な検討項目

（１）「こども誰でも通園制度」（仮称）の意義
（２）「こども誰でも通園制度」（仮称）の事業実施上の留意点
（３）施設・事業類型毎の事業実施のイメージ
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（１）「こども誰でも通園制度」（仮称）の制度について

〇 制度の全体像について

〇 なぜ「こども誰でも通園制度」の創設が求められるのか
〇 こども、保護者にとってどういった意義があるのか

〇 通常の保育や一時預かりとは異なる「こども誰でも通園制度」の意義は何か

〇 職員に求められる力量や難しさ、やりがいはどのようなものか

（２）「こども誰でも通園制度」（仮称）の試行的事業実施上の留意点

〇 令和６年度の試行的事業について

〇 試行的事業を実施する上で、年齢横断の共通の留意点・論点は何か

〇 年齢ごと（０歳児、１歳児、２歳児）のかかわり方の特徴と留意点は何か

〇 利用方法（定期利用、自由利用）毎の特徴と留意点は何か
〇 実施方法（一般型（在園児と合同、または、専用室独立実施型）、余裕活用型）毎の特徴と留意点は何か

（３）施設・事業類型毎の事業実施のイメージ

〇 保育所・認定こども園をベースにして実施する場合

〇 小規模保育をベースにして実施する場合

〇 家庭的保育事業をベースにして実施する場合

〇 幼稚園をベースにして実施する場合

〇 地域子育て支援拠点をベースにして実施する場合

（４）その他

〇 要支援家庭への対応上の留意点は何か

〇 市町村において、地域の実情を踏まえた事業実施に向けて検討しなければならないことは何か

〇 こども誰でも通園制度に係るシステムの構築について
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５．論点


